
　　（１）　事業所
　　　　①　事業所規模

１０人未満 １０～
２９人

３０～
４９人

５０～
９９人

１００～
２９９人

３００～
４９９人

５００～
９９９人

事業所数 60 145 93 132 252 70 104

割合 6.0% 14.6% 9.4% 13.3% 25.4% 7.0% 10.5%
１０００人以上 無回答

119 19

12.0% 1.9%

平
均

最
小

最
大

387 0 12,659
注：0の事業所は、契約社員及びアルバイトのみ

　　　　②　業種（複数回答）

　　　

２　基本属性

職域におけるがん検診実施状況調査

１　調査対象と有効回答数

 （１）事業所
　　　　都内の事業所から、日本標準産業分類の大分類を基に類型化した事業所6分類と事業
　　　所規模に応じた3区分で層化後、計2,625箇所無作為抽出し、994箇所から回答を得た。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（回答率37.9%）
 （２）健康保険組合
　　　都内に本部を置く健康保険組合を対象に、100組合を無作為抽出し、71組合から回答を得
　　た。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（回答率71.0%）

1.5

1.3

0.7

2.3

2.3

3.7

4.7

6.0

8.6

8.9

11.0

13.3

15.5

29.1

0 5 10 15 20 25 30 35

無回答（n=15）

その他（n=13）

農林漁業・鉱業（n=7）

電機・ガス・熱供給・水道業（n=23）

飲食店、宿泊業（n=23）

医療、福祉（n=37）

不動産業（n=47）

運輸業、郵便業（n=60）

情報通信業（n=85）

金融・保険業（n=88）

建設業（n=109）

卸売業、小売業（n=132）

製造業（n=154）

サービス業（n=289）

%

資料３－２



　　（２）　健康保険組合
　　　　①　設立形態

単一 総合 連合 無回答

事業所数 61 9 1 0

割合 85.9% 12.7% 1.4% -

　　　　②　加入事業所数（複数回答）
平均 最小 最大

95 2 1,240

　　　　③　加入事業所の主たる業種（複数回答）

　　　　④　被保険者数 （人）
平均 最小 最大

男性 15,188 143 191,284

女性 5,070 48 46,301

男女合計 19,990 202 221,034

　　　　⑤　被扶養者数 （人）
平均 最小 最大

男女合計 20,297 150 256,405

0.0

16.9

0.0

1.4

1.4

4.2

5.6

7.0

9.9

11.3

14.1

18.3

28.2

45.1

0 10 20 30 40 50

無回答（n=0）

その他（n=12）

農林漁業・鉱業（n=0）

建設業（n=1）

電機・ガス・熱供給・水道業（n=1）

医療、福祉（n=3）

情報通信業（n=4）

飲食店、宿泊業（n=5）

不動産業（n=7）

運輸業、郵便業（n=8）

サービス業（n=10）

金融・保険業（n=13）

卸売業、小売業（n=20）

製造業（n=32）

%



　　（１）　実施率
①　事業所・健保組合

単独＋共同

②　事業所規模別

３　がん検診の実施状況（正社員・被保険者）

66.2

12.2

69

12.3

56.3

20.9

39.4

28.1

59.2

22.8

19.7

48.6

22.5

48.3

38

58.9

49.3

54.3

36.6

60.4

14.1

36.8

8.5

36.8

5.6

18.5

9.9

15.8

4.2

15.6 1.2

0.0

1.8

1.4

1.6

0.0

2.6

0.0

2.4

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

健康保険組合（n=71）
乳がん

健康保険組合（n=71）
子宮がん

健康保険組合（n=71）
大腸がん

健康保険組合（n=71）
肺がん

健康保険組合（n=71）
胃がん

単独で実施

事業所と健康保険組合が共同で実施

実施していない

無回答

10.2

10.7

16.5

11.3

11.2

15.2

24.2

18.0

20.1

33.8

22.2

23.9

28.6

24.6

25.9

51.5

51.8

43.1

52.9

52.6

39.7

62.0

63.5

66.1

49.1

61.4

61.4

50.2

51.9

53.5

37.5

35.7

37.7

34.5

34.4

42.4

12.5

17.4

13.3

16.7

16.4

14.3

19.5

21.9

19.9

0.7

1.8

2.7

1.4

1.8

2.7

1.3

1.0

0.5

0.3

0.0

0.3

1.7

1.7

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

300人以上(n=293)
乳がん

50人未満(n=297)

50人以上300人未満(n=384)

300人以上(n=293)
大腸がん

50人未満(n=297)

50人以上300人未満(n=384)

300人以上(n=293)
胃がん

50人未満(n=297)

単独で実施

事業所と健康保険組合が共同で実施

実施していない

無回答

83.2%

95.8%

82.4%

88.7%

79.8%

94.3%

60.6%

91.5%

60.8%

85.9%

75.9%

76.4%

78.8%

85.3%

83.6%

82.9%

86.2%

81.5%

86.2%

54.9%

63.8%

64.2%

59.6%

62.5%

61.8%



③　事業所の業種別（抜粋）
胃がん

肺がん及び大腸がんはおおむね胃がんと同様の結果であった

子宮がん

乳がんはおおむね子宮がんと同様の結果であった

抜粋：事業所数が45箇所以下の少ない業種を除いた

33.0

22.7

18.8

23.3

17.4

9.1

29.8

24.0

57.8

66.9

74.1

43.3

63.6

84.1

53.2

57.6

9.2

9.7

7.1

30.0

18.2

6.8

17.0

18.4

0.0

0.0

0.0

0.0

0.8

3.3

0.6

0.0

0 20 40 60 80 100

建設業(n=109)

製造業(n=154)

情報通信業(n=85)

運輸業、郵便業(n=60)

卸売業、小売業(n=132)

金融・保険業(n=88)

不動産業(n=47)

サービス業(n=288)

事業所単独で実施　　

健康保険組合と共同で実施　　　　　　　　

実施していない　　　

無回答　　　　　　　

(%)

21.1

11.0

11.8

10.0

11.4

3.4

10.6

13.9

37.6

49.4

64.7

28.3

51.5

67.0

55.3

52.1

39.4

38.3

22.4

58.3

34.8

27.3

31.9

33.3 0.7

2.1

2.3

2.3

1.2

1.3

1.8

3.3

0 20 40 60 80 100

建設業(n=109)

製造業(n=154)

情報通信業(n=85)

運輸業、郵便業(n=60)

卸売業、小売業(n=132)

金融・保険業(n=88)

不動産業(n=47)

サービス業(n=288)

事業所単独で実施　　

健康保険組合と共同で実施　　　　　　　　

実施していない　　　

無回答　　　　　　　

(%)



　　（２）　検診対象者（複数回答）
①　事業所・健保組合

②　年齢制限を設けて実施する場合の対象年齢の下限

事業所を規模別に見た場合、どの規模においても、ほぼ上記と同様の結果であった。

18.4

2.9

78.2

36.5

18.5

6.0

8.0

3.1

7.6

3.3

73.0

83.8

50.8

67.8

83.6

47.7

66.2

50.7

70.5

24.1

36.8

27.5

38.8

62.3

55.4

62.1

49.2

0.5

0.1

0.3

1

0.5

3.5

5.9

1.6

3.7

3

4.5

3.1

4.6

4.9

0.2

1.1

0.4

1.3

1.2

1.6

15.5

34.9

15.3
1.5

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

事業所（n=826）
胃がん

健康保険組合（n=68）

事業所（n=818）
肺がん

健康保険組合（n=63）

事業所（n=793）
大腸がん

健康保険組合（n=67）

事業所（n=602）
子宮がん

健康保険組合（n=65）

事業所（n=604）
乳がん

健康保険組合（n=61）

%

全員 年齢制限 申込者 定員制限 その他 無回答

0.8

2.4

80.9

89.5

58.3

78.1

73.4

80.4

81.9

81.4

81.7

81.4

17.4

10.5

38.6

18.8

24

16.1

8.7

4.7

13.7

9.3

0.2

0.8

3.1

0.9

1.8

0.3

1.3

0.6

8.4

14

3.3

9.3

1.8

1.1

0.7

0.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

事業所（n=603）
胃がん

健康保険組合（n=57）

事業所（n=127）
肺がん

健康保険組合（n=32）

事業所（n=538）
大腸がん

健康保険組合（n=56）

事業所（n=287）
子宮がん

健康保険組合（n=43）

事業所（n=306）
乳がん

健康保険組合（n=43）

%

20歳未満 20歳代 30歳代 40歳代 50歳以上 無回答



　　（３）　検診費用の自己負担（複数回答）

　　（４）　検診の方法（一次検診・複数回答）
胃がん

肺がん

胸部Ｘ線検査の実施方法（複数回答）
労働安全衛
生法に基づ
く健診とし
て実施

がん検診と
して実施

無回答

80.2% 7.4% 16.5%

60.3

87.8

50.8

82.1

62.7

60.3

43.1

58.4

14.4

19.3

55.4

57.4

13.2

1.5

11.1

10.4

13.8

7.8

14.8

0.5

1.5

4.8

2

1.5

2.5

6.2

3.3

4.9

39.3

85.5

37.3

35

46.3

54

20.9

50

3

2.3

7.6

2.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

事業所（n=826）
胃がん

事業所（n=818）
肺がん

事業所（n=793）
大腸がん

事業所（n=602）
子宮がん

事業所（n=604）
乳がん

%

自己負担なし 一部負担（健保や事業所からの助成） その他 無回答

95.6

21.3

6.8

1.8

0.7

39.7

17.6

5.9

0

94.1

0 20 40 60 80 100

胃Ｘ線検査

胃内視鏡検査

ペプシノゲン検査

その他

無回答

（%）

事業所（n=826）

健康保険組合（n=68）

10.8

6.2

0.7

1

9

22.2

20.6

7.9

3.2

17.5

96.3
87.3

0 20 40 60 80 100

胸部Ｘ線検査

喀痰細胞診

胸部ＣＴ検査

その他

無回答

胸部Ｘ線検査と
喀痰細胞診の両方（再掲）

（%）

事業所（n=818）

健康保険組合（n=63）



大腸がん

子宮がん

乳がん

事業所を規模別に見た場合、どの規模においても、ほぼ上記と同様の結果であった。

97.7

5

0.5

1

9

7.5

1.5

95.5

0 20 40 60 80 100

便潜血検査

全大腸内視鏡検査

その他

無回答

（%）

事業所（n=793）

健康保険組合（n=67）

75.1

30.9

3.3

7.5

41.5

6.2

3.1

89.2

0 20 40 60 80 100

細胞診：医師による採取

細胞診：自己採取

その他

無回答

（%）

事業所（n=602）

健康保険組合（n=65）

65.6

62.3

63.1

2.2

5.1

45.9

88.5

82

3.3

3.3

78.7

82

0 20 40 60 80 100

マンモグラフィ

視触診

乳房超音波（エコー）検査

その他

無回答

マンモグラフィと
視触診の両方（再掲）

（%）

事業所（n=604）

健康保険組合（n=61）



　　（５）検診の実施場所（複数回答）

　　（６）　検診の実施時間帯（複数回答）

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

健康保険組合（n=61）
乳がん

健康保険組合（n=65）
子宮がん

健康保険組合（n=67）
大腸がん

健康保険組合（n=63）
肺がん

健康保険組合（n=68）
胃がん

%

提携医療機関（検診機関）
検診車や事業所等で出張検診
直営の病院
その他の医療機関
自己採取による郵送
その他
無回答

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

健康保険組合（n=61）
乳がん

健康保険組合（n=65）
子宮がん

健康保険組合（n=67）
大腸がん

健康保険組合（n=63）
肺がん

健康保険組合（n=68）
胃がん

%

勤務時間内・平日の昼間

休日

勤務時間の前後・夜間

無回答



　　（１）　検診結果の把握状況

　　（２）　精密検査対象者への対応状況

　　（3）　精密検査の受診勧奨等の実施方法

４　結果通知および精密検査該当者への受診勧奨の状況

5.5

7.3

14.5

12.7

25.5

34.5

1.2

2.1

1.9

22.6

30.6

41.6

0 10 20 30 40 50

無回答

その他

結果通知等は行っていない

結果通知の他に、精密検査受診の
勧奨を受診が確認できるまで

結果通知のみ

結果通知の他に、
精密検査受診の勧奨を１回

(%)

事業所（n=748）

健康保険組合（n=55）

0

7.4

19.1

17.6

55.9

1.3

3.6

11.5

13.3

70.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80

無回答

その他

把握していない

一部の受診対象者の
検診結果を把握

すべての受診対象者の
検診結果を把握

(%)

事業所（n=895）

健康保険組合（n=68）

0

11.5

0

30.8

23.1

30.8

88.5

0.4

3.1

0.6

33.5

34

37.3

66.3

0 20 40 60 80 100

無回答

その他

ＦＡＸ

電話

電子メール

面談

文書（郵送、社内便等）

(%)

事業所（n=480）

健康保険組合（n=26）



　　（４）　精密検査結果の把握状況

30.6

33.4

32.2

1.5

2.3

19.1

23.5

51.5

4.4

1.5

0 10 20 30 40 50 60

すべて把握している

一部把握している

把握していない

その他

無回答

（%）

事業所（n=748）

健康保険組合（n=68）



　　（１）　取り組み状況
①　事業所・健保組合

②　事業所規模別

③　業種別（抜粋）

５　がん検診の取り組み状況等

44.3

21.1

2.3

1.4

53.4

77.5

0 20 40 60 80 100

事業所（n=994）

健康保険組合（n=71）

（%）

積極的に取り組んでいる
積極的な取り組みはしていない、または取り組んでいない
無回答

50.3

43.0

40.6 1.4

54.7

48.7

58.0

2.3

1.0

0 20 40 60 80 100

50人未満（n=298）

50人以上300人未満（n=384）

300人以上（n=293）

（%）

積極的に取り組んでいる

積極的な取り組みはしていない、または取り組んでいない

無回答

57.4

44.0

42.2

41.2

56.7

45.5

25.0

42.6

49.8

2.4

0.0

56.5

56.0

56.5

40.0

52.3

71.6

49.8

1.3

0.0

3.3

2.3

3.4

0.3

0 20 40 60 80 100

建設業（n=109）

製造業（n=154）

情報通信業（n=85）

運輸業、郵便業（n=60）

卸売業、小売業（n=132）

金融・保険業（n=88）

不動産業（n=47）

サービス業（n=289）

（%）

積極的に取り組んでいる

積極的な取り組みはしていない、または取り組んでいない

無回答



　　（２）　積極的に取り組んでいる理由（複数回答）
①　事業所
　ア　全体

　イ　規模別

0.2

4.9

6.2

14.3

18.5

31.3

31.6

38.8

41.1

44.8

50.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

無回答

その他

疾病予防事業予算が充実している

保険給付費が増大しており、
がん予防の重要性が認識されている

検診のための設備・体制が充実している

衛生管理者、検診担当者の
がん検診等への意識が高い

早期治療・早期復職による生産性の向上

社員のがん検診等への意識が高い

経営層が、がん検診等の
受診の重要性を理解している

企業が社会的責任の一つとして
がん検診等の実施を捉えている

健康保険組合の意識が高く、
連携した取り組みを求められた

%

事業所（n=531）

11.0

2.1

2.8

0.0

51.0

40.0

39.0

34.8

22.4

31.0

19.0

11.4

3.3

7.1

0.0

47.1

24.7

13.5

4.1

0.6

48.3

47.6

37.9

33.1

27.6

30.3

14.5

48.8

54.1

49.4

45.3

33.5

18.2

0 20 40 60 80 100

健康保険組合の意識が高く、
連携した取り組みを求められた

企業が社会的責任の一つとして
がん検診等の実施を捉えている

経営層が、がん検診等の
受診の重要性を理解している

社員のがん検診等への意識が高い

早期治療・早期復職による生産性の向上

衛生管理者、検診担当者の
がん検診等への意識が高い

検診のための設備・体制が充実している

保険給付費が増大しており、
がん予防の重要性が認識されている

疾病予防事業予算が充実している

その他

無回答

（%）

50人未満（n=145）

50人以上300人未満（n=210）

300人以上（n=170）



　ウ　業種別（抜粋）

②　健康保険組合

43.7

43.7

43.7

50.6

33.3

31.0

45.8

60.9

58.0

47.8

37.7

39.1

30.4

76.2

33.3

44.4

44.4

28.6

50.8

43.8

41.7

34.0

33.3

29.2

24.3

54.1

32.8

39.3

27.9

27.9

21.3

54.2

60.4

37.5

39.6

37.5

0 20 40 60 80 100

健康保険組合の意識が高く、
連携した取り組みを求められた

企業が社会的責任の一つとして
がん検診等の実施を捉えている

経営層が、がん検診等の受診の
重要性を理解している

社員のがん検診等への意識が高い

早期治療・早期復職による生産性の向上

衛生管理者、検診担当者の
がん検診等への意識が高い

（%）

建設業（n=61）

製造業（n=87）

情報通信業（n=48）

卸売業、小売業（n=68）

金融・保険業（n=63）

サービス業（n=144）

0

0

12.7

21.8

29.1

30.9

32.7

38.2

90.9

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

無回答

その他

検診のための設備・体制が充実している

担当者のがん検診等への意識が高い

加入企業のがん検診等への意識が高い

早期治療・早期復職による生産性の向上

疾病予防事業予算が充実している

保険給付費が増大しており、
がん予防の重要性が認識されている

健保組合として、がん検診等の受診の
重要性を理解している

%

健康保険組合（n=55）



　　（３）　積極的な取り組みはしていない、または取り組んでいない理由（複数回答）
①　事業所
　ア　全体

　イ　規模別

35

26.8

23.6

18.9

10.7

10

8.2

7.7

14.8

1.6

0 20 40 60 80 100

特に理由はない

予算が不足している

がん検診等の重要性や
必要性への認識が不足している

人的な体制が不足している

がん検診の制度が従業員に
周知されていない

経営層が、がん検診等の受診の
重要性を理解していない

わからない

設備や場所が不足している

その他

無回答

（%）

事業所（n=440）

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

無回答

その他

設備や場所が不足している

わからない

経営層が、がん検診等の受診の
重要性を理解していない

がん検診の制度が従業員に
周知されていない

人的な体制が不足している

がん検診等の重要性や
必要性への認識が不足している

予算が不足している

特に理由はない

%

50人未満(n=150)

50人以上300人未満(n=165)

300人以上(n=119)



　ウ　業種別（抜粋）

②　健康保険組合

4.2

18.8

2.1

35.4

20.0

23.1

23.1

10.8

12.3

3.1

6.2

13.8

1.5

26.7

10.0

11.7

1.7

39.6

26.4

25.0

17.4

9.7

11.1

9.0

9.0

13.9

0.7

6.3

6.3

8.3

16.7

22.9

33.3

29.2

13.3

6.7

8.3

23.3

33.3

23.3

0 10 20 30 40 50

特に理由はない

予算が不足している

がん検診等の重要性や
必要性への認識が不足している

人的な体制が不足している

がん検診の制度が従業員に
周知されていない

経営層が、がん検診等の受診の
重要性を理解していない

わからない

設備や場所が不足している

その他

無回答

（%）
建設業（n=48）

製造業（n=65）

卸売業、小売業（n=60）

サービス業（n=144）

73.3

60

40

13.3

6.7

0

0

0

6.7

0

0 20 40 60 80 100

予算が不足している

人的な体制が不足している

加入者のがん検診等の重要性や
必要性への認識が不足している

経営層が、がん検診等の受診の
重要性を理解していない

設備や場所が不足している

がん検診の制度が従業員に
周知されていない

特に理由はない

わからない

その他

無回答

（%）

健康保険組合（n=15）



　　（４）　より積極的に取り組むために有効と思われる支援条件（複数回答）
①　事業所

がん予防による価値：社員満足度向上、休職による社会的損失の抑制、等

②　健康保険組合

50.9

40

23.2

18.2

9.8

9.1

0 20 40 60 80 100

社会的な要求として、がん検診等の
確実な実施を企業に求める

社員のがん検診等への意識を高める

経営層に、がん検診等の受診の
重要性を理解してもらう

がん予防による価値に関する
情報やデータを得る

その他

無回答

（%）

事業所（n=440）

46.7

46.7

33.3

13.3

13.3

0

0 20 40 60 80 100

社会的な要求として、がん検診等の
確実な実施を企業に求める

加入者のがん検診等への意識を高める

がん予防による価値に関する
情報やデータを得る

健保組合内部で、がん検診等の受診の
重要性の理解を深める

その他

無回答

（%）

健康保険組合（n=15）



　　（１）　今年度の事業展開

　　（２）　事業を縮小する理由（複数回答）

　　（１）　都や区市町村に対する要望（複数回答）

６　今後のがん検診に関する事業展開

７　要望

84.1

85.94.2

7.5
1.4

5.6 4.2

2.7 4.2

0

0 20 40 60 80 100

事業所（n=994）

健康保険組合（n=71）

（%）

拡大する予定 変わらない 縮小する予定 その他 無回答

71.4

50

0

0

50

75

0

0

0 20 40 60 80 100

特定健診・特定保健指導を
実施するから

予算縮小のため

その他

無回答

（%）

事業所（n=14）

健康保険組合（n=4）

33.7

30.3

29.4

27.5

8.5

4.4

16.1

45.1

43.7

52.1

0

4.2

7

16.9

0 20 40 60

自治体と職域が連携できる場や
連携しやすい仕組みをつくる

加入者にがん検診の重要性や必要性を
わかりやすく伝える資料やデータ等を提供

がん検診の受診を呼びかける
キャンペーンを推進

職域でもがん検診の受診を
より促進させるような制度づくり

取り組みが優良な健保組合や
事業所を表彰

その他

無回答

（%）

事業所（n=994）

健康保険組合（n=71）


